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研究成果の概要（和文）： タイ、フィリピン、インドネシアの 3 カ国で、地方自治体の政策

の優先順位、予算配分等がどのように決まるのか、質問票を使って社会調査を実施した。抽出

した基礎自治体数は、フィリピン 300 カ所、インドネシア 112 か所、タイ 1500 カ所で、回収

率はそれぞれ 100％、93%、25％であった。平成 25 年 1 月初めにはこれらの調査結果をもと

に、明治大学駿河台キャンパスで国際シンポジウムを開催し、英文報告集を取りまとめた。 

 

 

研究成果の概要（英文）： By using questionnaire sheets, social survey was conducted to 

inquire the policy preferences and budget allocation of local governments in Thailand, the 

Philippines, and Indonesia. The number of local governments selected was 300 in the 

Philippines, 112 in Indonesia, and 1500 in Thailand and collection ratio was 100%, 93% 

and 25% respectively. In early January, 2013, international symposium was held at 

Surugadai Campus of Meiji University based on the survey result. On this occasion, 

English proceeding was also edited.  
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１．研究開始当初の背景 
 東南アジア主要国（タイ、インドネシア、
フィリピン）における地方分権は、1980年代

末から 90 年代初めにかけての民主化の波と
ともに重要な課題となり、東南アジア政治・
行政に関する重要なテーマとなった。だが、
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各国における地方分権は中央・地方関係の違
いや地方自治にかかわるステークホルダー
の違いもあり、多様である。それゆえ、それ
までの研究は、もっぱら行財政にわたる制度
的説明や個別自治体における政治・行政をめ
ぐる事例研究、地方分権やローカル・デモク
ラシーの諸問題を指摘することに力を注い
できた。  

東南アジア主要国における地方分権に関
する研究では、首長に関する社会調査が十分
には行われておらず、近年始められた一部の
地方選挙に関する分析を除けば、量的調査が
決定的に欠落しており、統計的手法に耐えう
る量的データも皆無といっても過言ではな
い状況にある。 

他方で、上記 3カ国を体系的に比較した研
究は少なく、一部存在する分析においても、
事例の選択に偏りがあったり、データの裏付
けに乏しいといった問題を抱えている。 

こうした中、研究代表者の永井、研究分担
者の船津と籠谷は、2006 年にタイの地方自治
体 7,800か所すべてに対して質問票を配布し
回収する量的調査と統計学的分析を行った。
このサーヴェイ調査準備に当たっては、永
井・船津がプレテストを繰り返し実施した上
で、質問票を作成した経緯がある。その経験
を通して、タイの地方自治体を対象に量的調
査を継続的に実施する重要性を認識しただ
けでなく、他の東南アジア諸国でも比較を念
頭に置いたサーヴェイ調査が実施可能であ
るとの見通しを得られる契機となった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は大きく分けて 3つある。  

第 1は、地方分権の結果として、中央・地
方関係の中で地方自治体の「能力」向上が起
きたのかどうか、どの分野で自治体による住
民サービスが向上したのか、また、その要因
は何なのかを明らかにすることである。 
 第 2 は、自治体と住民との関係において、
住民参加と自治体の「能力」や政策パフォー
マンスとの間にはどういった関係が存在し
ているのか、自治体に対する住民の監視、自
治体の社会経済的環境、そして首長の政治的
リーダーシップはこれらとどのように関係
しているのか、を明らかにすることである。    

第 3は、東南アジア主要 3カ国の地方自治
や地方分権の進展や成功・失敗を左右してい
る要因がどこにあるのかを、各国の調査票に
共通する質問項目を分析し、明らかにするこ
とである。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、4つの段階に分けて実施された。
それぞれの段階は方法と密接に関係してい
る。第 1 段階では、調査票の作成（平成 21
年度～23 年度）、第 2段階は現地世論調査会

社との契約および本調査の実施委託（平成 23
年度後半期～平成 24年）、第 3段階はデー
タ・クリーニング（平成 24 年度）、そして最
後の第 4段階は単純集計データの分析である。 
これらの作業を行うにあたっては、優れた

質問票の作成が必要であり、そのために本プ
ロジェクトに参画する社会調査専門家、行財
政学者および地域研究者が共同で質問項目
を検討し、現地でのプレテストを繰り返すこ
とで質問票の改訂を行った。下記で述べる国
別の班会議以外にも、メンバーが全員集まる
全体会議を年間数度開催し、そこで共通質問
項目や方法論の相互チェックを行った。 
現地でのプレテスト実施にあたっては、調

査対象各国で現地カウンターパートの協力
を得た。調査票の配布・回収は現地の世論調
査会社に依頼したが、適切な世論調査会社を
見つけて契約を締結することも重要である。 
質問票と調査方法は各国の事情に応じて

異なる部分があるので、以下国別に詳述する。 
(1) フィリピン 
 メンバーはフィリピン政治を専門とする
西村、社会学者の小林、行政学者の菊地であ
る。国内で質問票の作成のための班会議を繰
り返し開催したほか、フィリピンにおいて 3
回プレテストを実施して質問票の改訂を繰
り返した。質問票の作成・改訂、プレテスト
に関しては、カウンターパートであるフィリ
ピン大学ディリマン校行政学部のスタッフ
からも協力を得た。 
調査を委託したのは、著名な世論調査会社

である Social Weather Station(SWS)である。
SWSとは本プロジェクト開始時点から綿密な
連絡・調整を行い、平成 23 年 8 月に本調査
に関する契約締結で原則合意に達した。 
(2) インドネシア 
メンバーは、インドネシア政治を専門とす

る岡本、社会学者でタイ班にも所属する籠谷、
政治学者の砂原の 3名である。岡本が中心と
なって国内で質問票作成のための班会議を
何度も実施した。また、質問票の改訂を行う
ため、３度にわたってインドネシアでプレテ
ストを行った。質問票の作成・改訂、プレテ
ストに関しては、地方自治や地方政治につい
ての専門的知見を有している LSI(Lembaga 
Survei Indonesia)に協力を求め、本調査も
依頼した。LSI とは、平成 23 年 8 月に本調査
に関する契約に原則合意した。 
調査は、ジャワ島内の基礎自治体（県と市）

のみを選び、面会が比較的容易な官房長に絞
って面接調査を実施した。 
(3) タイ 
 タイについては、平成 18 年 6 月にバンコ
ク都を除く全自治体を対象に社会調査を行
った実績をもとに、本科研でも永井、船津、
籠谷の 3 名でチームを構成した。また、カウ
ンターパートについても、2006年調査と動揺、



 

 

タマサート大学政治学部のナッカリン教授
とスパサワット准教授に協力を依頼した。 
 タイでの本調査は、平成 23 年秋に起こっ
た大洪水のため、実施を 1年延期した。また、
調査の委託は当初予定していた Suan Dusit 
Pollでなく、Nielsen 社に行い、契約を締結
した。調査対象は、テーサバーン 500 カ所、
タムボン自治体 1000 カ所を自治体リストか
ら無作為抽出し、テーサバーンの首長に対し
ては面接調査を、テーサバーンの副首長とタ
ムボン自治体の首長・副首長に対しては、郵
送調査を実施した。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、以下の 4つに大別できる。第
1 は、フィリピン、インドネシア各班が、平
成 23 年度に入手した自治体サーヴェイ調査
の分析、解釈を行ったことである。そこでの
分析を基に、フィリピン班は、フィリピン大
学で開催された国際ワークショップ（平成 24
年 6月）で研究報告を行った。 
 第 2は、タイ班が自治体データ収集作業を
実施、完了したことである。上述のタイでの
大洪水のため、計画より調査の実施が遅れた
が、科研期間内に分析に必要な規模の調査デ
ータ回収を終えた。 
 第 3は、明治大学駿河台キャンパスにおい
て、サーヴェイ調査実施にあたって協力を依
頼した各国のカウンターパートや国内の有
識者を招いて国際ワークショップを開催し
たことである（平成 25年 1月 12 日、13日）。
当ワークショップは、学会ホームページなど
を通して外部に公開したため、一般参加者も
多数来聴し、活発な議論が行われた。 
 第 4は、本プロジェクトの調査データをも
とに各班のメンバーが英文ワーキングペー
パーを執筆し、Proceeding を作成したことで
ある。タイ班については、上記の理由により
やむを得ず、2006年の自治体データを利用し
ているが、本プロジェクトによるデータの分
析に基づく成果の報告を今後予定している。 
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